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ま え が き

九州農業試験場は平成13年4月1日をもって「独立行政法人農業

技術研究機構　九州沖縄農業研究センター」として新しく発足いた

しました。

九州農業試験場では「九州農業試験場研究資料」を1952年に創刊

以来、2001年3月までに、通算して第88号の発行を行ってまいりま

した。このたびの独立行政法人化に伴い、研究資料の名称は「九州

沖縄農業研究センター研究資料」となりますが、これまでの「九州

農業試験場研究資料」を継承して、刊行目的を「研究成果の公表を

目的とする研究報告以外の調査報告、ほん訳、文献集等の公表」と

し、号数につきましても第 89 号からの発行としてまいります。

これまで同様に皆様のご愛読をよろしくお願いいたします。

平成13 年 12 月

九州沖縄農業研究センター
編集委員長　柴　田　正　貴
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１）九州大学
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温暖地畑のかんがい用水量に関するデータ集（Ⅳ）
－南薩畑地かんがい事業地区の水需要－

大場和彦・鈴木義則1）・黒瀬義孝・丸山篤志
（2001 年 7月 19 日受理）

要　旨

１．はじめに

「水は生命の源である」といわれるように，水は

植物の生育ばかりでなく，都市や工業活動の成立に

も不可欠であり，健康な人間生活を確保し，経済活

動を円滑にするために欠くことのできない貴重な資

源である。地球上に存在する水の総量は約14億㎞3

で，このうち淡水量は約3600×104㎞3で，水の総量

の僅か2.6％である。比較的短時間に循環している

淡水量は約1100×104㎞3で，全淡水量の約30％であ

り，残りは極地の氷床や地下に閉じこめられた水で

ある（Pielou,1998：Sandra,2001）。また，地球上

での食糧生産の40％はかんがい農地で生産されてお

り，この割合はさらに増加すると考えられるが，世

界における1人当たりのかんがい面積の推移は1800

年が0.008ha，1900年が0.027ha，1961年以降が

0.045ha前後，1996年が0.046haで，その伸びは僅か

である（Howell,2001：レスター,R,ブラウン編著

,2001）。

一方，我が国に目を向けると，2000年度の水資源

白書（国土庁長官官房水資源部編,2000）によれ

ば，1975～1997年の我が国における水使用量実績の

大場和彦・鈴木義則・黒瀬義孝・丸山篤志（2001）温暖地畑のかんがい用水量に関するデータ集（Ⅳ）－

南薩畑地かんがい事業地区の水需要－．九州沖縄農研研究資料 89：1-101

1967年に完工した畑主体のかんがい地区を代表する笠野原畑地かんがい事業区から17年後の1984年に新

しく事業が完工した。鹿児島県南薩畑地かんがい事業地区における1986年度から1999年度に至る水需要の

実態解析をするとともに，かんがい用水量のデータベース化を行った。同地区の耕地利用率は，1970 年の

150.4％から1998年の103.7％で減少傾向にある。耕地利用状況は，稲作と麦作は減少傾向にあるが，野菜や

工芸作物類は1970年に比べて約2倍と大きな増加である。基幹作物のカンショは33.5％から減少したが，現

在は20％を占め横ばい状態である。飼肥料作物は僅かな増加で，果樹や雑穀類は変化が小さい。畑地かんが

い用水量は最小値が1987年の55.7㎜/year，最大値が1994年の251.8㎜/yearで，この期間の平均値は111.9

㎜/yearである。1998年における南薩地区全域のかんがい用水量の時期別変化は3～4月上旬にかけて4本

のピークがみられ，それ以降0.2～0.4㎜/dayの範囲で推移し，連続干天が始まった時から上昇し，最大1.6

㎜/dayのピークが現れた。1998年の干ばつ年における南薩地区と笠野原F1地区を比較すると，非かんがい

期の水需要は大きな違いがみられないが，かんがい期は 3 月上旬から 4 月上旬のピークの出現が一致した。

春夏作栽培以降，南薩地区より笠野原F1地区が高いレベルの水使用であり，7月上旬の連続干天時における

ピーク時の変化は一致しているが，用水需要のレベルは笠野原F1地区がかなり高い。幹線別の水需要はカ

ンショ・野菜栽培主体の指宿・山川・開聞幹線区の需要パターンが類似しており，茶樹栽培主体の枕崎幹線

区と知覧幹線区が似たパターンを示した。枕崎・知覧幹線区における茶樹の凍霜害防止用水利用量は約2.0

～4.0㎜/hrで，実験的に得られている凍霜害防止用水量とほぼ一致した。南薩地区の幹線別の干ばつ時に

おける気象要素からかんがい用水量と推定する式を求め，重相関係数の高い推定式が得られた。

キーワード：畑地かんがい用水量，連続干天日数，干ばつ，作物減収度，凍霜害防止用水。
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変化は約850～894億�/yearの範囲で大きな変動は

みられない。その中で，1997年の農業用水使用量は

取水量ベースで約589億�/yearで，そのうち水田か

んがい用水量が94.6％，畑地かんがい用水量が約4.6

％，畜産等雑用水量が約0.8％である。水田用水量

は水田面積が生産調整により減少しているものの，

用水路の水位確保のため需要量の減少につながらな

い場合もあるほか，水田の汎用化に伴う用水量の増

加や農村の都市化に伴う用水の水質悪化による反復

利用率の低下で横ばい状況である。さらに，畑地か

んがい用水量はかんがい施設面積が増加しているこ

とやハウス等の施設園芸に係わる用水需要が着実に

伸びており，その普及に伴い冬季の水需要が増加し

ていることが指摘されている（国土庁長官官房水資

源部編,2000）。

このような状況の中で，南九州畑作地域は温暖湿

潤なモンスーン気候区に位置しており，その中で大

規模な畑地かんがい営農が展開されている。これま

でに南九州地域を代表とする笠野原地区（大場ら

,1997），綾川地区（大場ら,1998）および一ッ瀬地

区（大場ら,2001）の大規模畑地かんがい事業地区

について水需要構造の実態解析とかんがい用水量の

データベースを作成してきた。この研究資料シリー

ズの最終稿として，本研究は，畑主体の畑地かんが

い営農が始まって14年程度経過している鹿児島県南

薩畑地かんがい事業地区について南薩全域と幹線別

の水需要構造の実態変化を解析し，さらにかんがい

用水量のデータベース作成を試みたものである。

南薩畑地かんがい事業地区における畑地かんがい

用水量に関する研究報告例（中馬,1994：大場ら

,2000）は少ない。ここで，この地区の畑主体の水

需要実態を知ることは，鹿児島県曽於郡地区，宮崎

県内の大淀左岸・右岸畑地かんがい事業地区，都城

盆地の農業水利事業および西諸県郡の農業水利計画

等の畑地かんがい実施や計画策定の基礎的資料およ

び畑かん営農の進展として重要である。

本資料を取りまとめるにあたって，薩摩半島の衛

星画像データを提供していただいた環境資源研究部

資源評価研究室主任研究官久保田富次郎氏（現農工

研地域資源部），かんがい用水量等の資料提供と調

査にご協力頂いた九州農政局南九州地域管理調査事

務所，鹿児島県南薩土地改良区事務所の皆様に厚く

御礼を申し上げる。また，この研究資料シリーズ作

2

成に対して査読者には貴重なコメントをいただい

た。ここに謝意を表します。終わりに鑑み，データ

の整理・入力等で非常勤職員大場百合子氏の手を煩

わした。ここに記して感謝の意を表する。

２．畑地かんがい事業地区の概況と

データ整理方法　　　　　

１）南薩地区の畑地かんがいの概況

（1）気象・地形の概況

南薩畑地かんがい事業地区（南薩地区）は，同県

内の大隅半島に位置する笠野原畑地かんがい事業地

区（通水開始1971年）に比べて新しく施工完成され

たところで，通水開始が1986年である。南薩地区は

九州の薩摩半島のほぼ最南端に位置し，開聞岳周辺

の台地で南北19㎞，東西25㎞の範囲に広がり，2市4

町（指宿市，枕崎市，山川町，頴娃町，開聞町，知

覧町）にまたがっている。この地区は，年平均気温

17.8℃，年降水量2,139㎜，年間日照時間1,909時間

（気象庁編,2001）の温暖湿潤な気候と無霜地帯が

存在するところで，西九州海洋型気候区に属する。

しかし，この地域は6月から9月にかけて梅雨・秋雨

前線による集中豪雨と少雨による干ばつや台風の接

近・上陸の発生頻度が高いところであり，気象災害

を頻繁に被る地域で農業生産は不安定である。

Fig.1に1997年5月30日に撮影されたランドサット

（衛星データ所有：宇宙開発事業団，衛星データ配

布：（財）リモートセンシング技術センター）から

みた南薩地区を含む薩摩半島の土地利用状況図を示

す。図の左側と下部が東シナ海，右側が錦江湾に囲

まれて，暖流の黒潮の影響を受けた温暖な地域であ

る。この中で，図上部右側は鹿児島市の市街地（赤

紫部），左側が加世田市街地で，下部の沿岸に面し

た丸い緑色の円形部分は開聞岳で，その上部の深青

色の大小の円形が，それぞれ池田湖と右が鰻池で，

その上部右側が指宿市街地である。図中に示す緑部

は山間森林地域で，ピンク色部が畑地であり，南薩

かんがい地区は下部側の太平洋沿岸部に位置する標

高が150m以下の畑地について畑地かんがいを実施

したものである。この地域は第3紀後期更新世火砕

流堆積物（明瞭な火山群を形成する中期更新世－完

新世安山岩・石英安山岩質火山岩・火砕岩）に始ま
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り，現世まで継続している火山活動によって噴出し

た火成岩類から成る台地で，小規模な火山カルデラ

が多いので，地形・地質が複雑である（内嶋・勘米

良ら編,1995）。

この地区の中で，東部地域（指宿市）はカルデラ

やスコリア丘が大部分を占め，東側には扇状地およ

び沖積地が広がっており，低地には池田カルデラ形

成時に噴出したシラスが堆積している。南部地域

（山川町・開聞町）は標高20～50mの丘陵地で，開

聞岳の溶岩類・火山放出物が互層となって堆積して

いる。西部地域（枕崎市・頴娃町・知覧町）は表層

2～5mにわたる新しい火山灰に覆われ，特に中央部

から東部にかけてコラ層が形成されている。

（2）南薩畑地かんがい事業区の配水システムと

農業概況

南薩地区はFig.１にみられるように大きな河川も

なく水源が乏しいため大規模な畑地かんがい計画が

遅れていたが，1970年頃からその計画が実施され，

池田湖が調整池機能の役割を持つ形で計画された。

3

池田湖は集水流域1,234ha，水面積1,062ha，水深

230m，水面標高64～66mの貯水池である。かんがい

用水は池田湖の水位が62m～66m範囲で利用し，か

んがい利用水深4mでもって年間3,000万m3の用水量

を確保するため，流域外の馬渡川，高取川，集川の

3河川の余剰水を池田湖に導入して貯水する方法で

行われている。かんがい配水システム図をFig.2に示

した。

畑地かんがいの用水配分は，地域を3団地（西

部・南部・東部）に分ける。用水は各団地対象地区

に池田湖の揚水機場（西部第1揚水機場（Pw）：枕

崎市・頴娃町・知覧町；F1～F3，南部揚水機場

（Ps）：山川町・開聞町；F1～F2，東部揚水機場

（Pe）：指宿市；F1）からポンプで揚水し，付近の

調圧水槽またはファームポンドまで圧送して，各圃

場に自然圧流下または加圧により配水するシステム

である。末端圃場のかん水はスプリンクラーにより

散水かんがいを行う方法である。かん水のローテー

ションブロック単位は6haで，1回のかん水量は東

Fig.1　View of upland irrigation area at Nansatsu district looked from satellite（30, May, 1997）
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部・西部団地が48㎜（保水能力40㎜），南部団地が

32㎜（保水能力25㎜）である。

この地区全体の畑地かんがい営農のための重点作

物および営農は，温暖な気候を利用して，野菜類で

はダイコン，エダマメ，サヤエンドウ，ソラマメ，

実エンドウ（グリンピース）など，花卉・花木類で

はヤシ，ゴム，ドラセナ，ストックグラジオラス，

菊など，特用作物はタバコ，茶，畜産では肥育牛，

生産牛となっている。

２）データの整理・解析方法

南薩地区の全域と各分水局別のかんがい用水量

データは，南薩土地改良区事務所に保存されている

用水管理日報（�/day）を用いた。データの期間は

1985年4月～1999年3月である。かんがい地域全域お

よび各分水局別の日かんがい用水量の算出は，受益

面積が工事年度別に変化しているので，前年度の工

事施工終了時の全域と各幹線別の受益面積で日かん

がい用水総量を除してかんがい水深（㎜/day）とし

て求めた。

解析に必要なかんがい用水量に関係する気象情報

は，南薩地区周辺に位置するアメダス（AMeDAS）

観測所の指宿（北緯：31°14.8'，東経130°38.3'，海

抜5m），加世田（北緯：31°24.8'，東経：130°

19.7'，海抜：9m）と枕崎測候所（北緯：31°16.1'，

4

東経：130°17.7'，海抜30m）のデータを使用し，鹿

児島県気象月報（鹿児島地方気象台刊）を利用し

た。湿面蒸発散量と実蒸発散量の算出は，Mortonの

CRAEモデル（Morton,1983），基準蒸発散量はFAO

の改良ペンマン法（Doorenbos and Pruitts,1975）を

用い枕崎市の気象データから求めた。各種作物の栽

培面積と作物収量，耕地面積等のデータは，鹿児島

県農林水産統計年報第34次～46次（1986～1998年）

までを使用した。全域と幹線別用水量のデータベー

スは，市販ソフトウェアエクセルver.7を利用して作

成した。統計処理に関係する解析は，市販ソフト

ウェアHALBAU-Ver.4を用いて行った。

３．南薩地区の水需要の実態解析

１）南薩地区全体の耕地利用状況について

（1）耕地利用の変遷

南薩土地改良区内のかんがい地域における作物別

作付率の調査は定期的に実施されていないので，こ

こでは鹿児島県農林水産統計年報資料による耕地利

用状況を調査した。南薩地区は1998年現在，対象と

なる2市4町の耕地面積が12,649haで，そのうち水田

が1,208ha，普通畑が7,554ha，樹園地が3,641haであ

Fig.2　Illustration of irrigation system at Nansatsu district
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り，畑地率が90.5％と極めて高い畑作地域である。

かんがい受益面積は，畑地が主体のかんがいで1998

年現在5,881.4haで，畑地面積11,448haの約51.4％を

占める。この地区全体の耕地利用状況の変遷をFig.3

に示した。

この地区の耕地利用率は1970年155.4％，1980年

118.6％，1990年116.3％，1998年103.7％と年次とと

もに減少しており，1955年代前半をピークにそれ以

降麦類を中心とした水田裏作の減少に加え，1970年

以降の水田の不作付地の急増から大幅な低下を続け

た。1998年の値は全国平均値94.1％より大きく，九

州平均値103.6％とほぼ同程度である。耕地利用の

作物別内訳をみると，夏作の稲類が1970年の8.8％

をピークに，1996年には5.4％と減少傾向にある。
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冬作の麦類は1970年の15.1％をピークに，それ以降

は減少傾向で，最小が1998年の1.2％である。この

地区の基幹作物であるカンショは1970年の33.5％を

最大に，最小が1980年の20.1％で，1985年から1998

年では24.0％から30.6％と大きな変動はみられな

い。露地栽培や施設栽培の野菜類では1970年が11.0

％の最小であったが，温暖な気候を利用した作物導

入により栽培が徐々に増加して，1998年は22.0％と

なっている。特に，この地域では工芸作物類（タバ

コ，茶樹）が1970年の16.4％から1998年の27.6％と

著しく増加しているが，その大部分は茶樹が占めて

いる。また，果樹類は1970年の2.1％から1998年の

2 . 2％の間で大きな変化はなく，飼肥料作物類

（注：鹿児島県統計年報上での分類で，飼料作物と

緑肥作物を含む）は1970年の7.5％から1998年の9.9

％で僅かな増加となっている。春植バレイショ，雑

穀類及び豆類はそれぞれ1.4％，0.8％及び0.2％で，

大きな変化はみられない。

したがって，この地域の畑作の基幹作物であるカ

ンショでは大きな変化はないが，野菜・工芸作物類

の作付増加が著しいことが特徴である。

（2）作物収量の変遷

南薩地区に含まれる指宿市，山川町，頴娃町，開

聞町，知覧町および枕崎市の主要な作物について，

畑地かんがい営農が始まった1986年から1998年まで

の作物収量の平均値と変動係数を求めた結果を

Table 1に示した。上記地区の畑地に占めるかんがい

面積比率は1998年現在，指宿市48.0％，山川町65.6

％，頴娃町58.5％，開聞町83.1％，知覧町38.9％お

Fig.3　Variation of the utilization rate of arable land
in irrigation area of Nansatsu district

Table 1　Mean yield and variation coefficient on vegetable crops of
 irrigation area in main canal of Nansatsu district　

Note：Mean is mean yield of crop（ton/ha）and CV（%）is coefficient of variation.



九州沖縄農業研究センター研究資料　第89号（2001）

よび枕崎市34.9％であり，各地区のかんがい営農が

占める比率はかなり高い値である。この地区におい

て畑作の基幹作物であるカンショでは，1986～1998

年における単位面積当たり平均収量の最大は開聞町

の28.31ton/haで，最小が山川町の21.24ton/haであ

る。サトイモでは平均収量の最大は頴娃町の

12.93ton/haで，最小が枕崎市の8.30ton/haである。

カンショの値は一ッ瀬地区で求めた収量より高い値

を示したが，サトイモでは小さかった。カンショの

変動係数は最小が開聞町の10.6％，最大が知覧町の

16.7％であり，サトイモの変動係数は最小が山川町

の4.5％，最大が開聞町の21.6％である。

また，同地区内での市町村別バレイショ，ダイコ

ン，ニンジン，ハクサイおよびキャベツの平均収量

は，それぞれ12.0～21.5ton/ha，44.7～65.9ton/ha，

26.1～48.5ton/ha，27.19～34.6ton/haおよび27.1～

38.3ton/haの範囲である。また，変動係数はそれぞ

れ12.0～21.5％，6.9～14.8％，6.2～19.1％，5.6～

11.4％および5.0～10.7％で，同期間での一ッ瀬地区

で求めた各作物の値（大場ら，2001）に比べて小さ

かった。

（3）干ばつによる作物減収度の評価

南薩地区の基幹作物であるカンショの干ばつによ

る減収度について市町村別単位で計算した結果を

Table 2に示した。計算は前報（大場ら,2001）によ

る方法で行った。干ばつ年におけるカンショ収量を

調査すると，最大値は開聞町の33.4ton/haから山川

町の25.4ton/haの範囲で，その最大値出現は山川町

を除くほとんどが1998年の干ばつ年であった。

Table 2から，1994年の干ばつ年における作物減収度

は知覧町の0.039から開聞町の0.159の範囲である

が，かんがい施設のない時期の干ばつ年1978年では
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山川町の0.134から知覧町の0.342の範囲となり，

1994年に対して干ばつによる減収度は大きな値を示

した。また，1967年の西日本地域の大干ばつ年では

減収度は山川町の0.232から開聞町の0.533の範囲と

なり，さらに大きな値を示した。この結果から，か

んがい施設導入後では干ばつによる作物減収度は極

めて小さく，畑地かんがいが畑作物生産の安定に寄

与していることが窺える。

２）南薩地区全域のかんがい用水量の変化

（1）かんがい用水量の変遷

畑地における用水需要は，圃場における消費水量

の補給である。作物の生育にとって好適な土壌水分

状態を維持するために必要な水のうち，降雨と地下

水からの水分上昇を差し引いたものが用水の需要で

ある。1985年4月からかんがい通水が開始されてか

Table 2　Ratio of yield decrease of upland crops under drought condition

Fig.4　Change in annual amount of irrigation
requirement and irrigation area at Nansatsu
district
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らこれまでの年間かんがい用水量とかんがい受益面

積の変遷をFig.4に示した。

受益面積は，工事開始の1980年の301.6haから急

激に増加し，1990年には5,656.6haに達し，それ以降

は僅かな増加で，1997年で5,881.4haである。計画受

益面積は，6,072.0haで，達成率は96.9％である。使

用した年間かんがい用水量は，最小値が1987年の

55.7�/yearで，最大値が1994年の251.8�/yearであ

り，この期間の平均値は111.9�/year，変動係数

46.2％である。この値は，畑主体のかんがい地区で

ある同県内笠野原畑地かんがい地区の年平均用水量

に比べて約1/8で，極めて少ない状況である。しか

し，笠野原地区も通水開始から10年ぐらいはかんが

い用水の使用量もほぼ同程度の低位水準の推移で

あったが，1978年以降の使用量は降雨の多少と畑地

かんがい営農の発展と相まって使用量が大きく増減

している状況である（大場・小林，1988）。

通水後から現在までの月別かんがい用水量データ

をAppendix-3に掲げた。月別かんがい用水量の平均

値は，最大値が3月の14.5�で，続いて7月の13.1

�，最小値が1月の4.9�であった。また，月別かん

がい用水量の変動係数は各月ともかなり大きな値を

示した。

（2）降水量の変化

畑地は降雨を水供給源としているため，畑地かん

がいは降水量に密接に関係している。そのため，

1976年以降の月間降水量のデータをAppendix-1に示

した。通水後の期間における年降水量は，指宿市で

は最大値が1993年の3,572�/yearで，最小が1997年

の1,828�/yearであり，枕崎市では最大が1993年の

3,711�/yearで，最小が1994年の1,676�/yearで両

地点とも最大と最小では約2倍の開きがある。この

期間内における年降水量の平均値と変動係数は指宿

市が2417.7�/year，17.9％で，枕崎市が2196.5�/

year，22.3％である。また，Appendix-2に示すよう

にMortonモデルによる枕崎市の年間の実蒸発散量

の平均値と変動係数は，831.5�/year，6.0％であっ

た。

夏作における作物へのかんがい補給水として利用

する場合が最も多く生ずる7月と8月の月降水量が

100�以下となった発生回数は，指宿市で7月が1

回，8月が3回，枕崎市では7月が2回，8月が6回であ

る。特に，梅雨明け後に生ずる干ばつの発生頻度が
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高いことは著者らの研究（大場・小林，1986）で示

されている。1986年から1998年までの連続干天日数

の出現をみたのがTable 3である。連続干天日数をみ

ると，梅雨期明けの7月から8月にかけての出現が多

く，1986年7月25日～8月18日，1994年6月25日～7月

19日のように25日間というかなり長い連続干天日数

の出現頻度が高い。また，10月から11月の秋季から

初冬にかけての連続干天日数の出現も多くなってい

る。近年，少雨の出現頻度が高くなっていること

が，気象庁異常気象レポート（気象庁編,1999）で

報告されており，それを裏付けている。今後，CO2

上昇に伴う地球温暖化の現象が異常気象として局地

的に高い頻度で現れてくるものと考えられる

（Parry,1990）。

（3）幹線別の耕地利用

畑地かんがい用水の水需要と作目は密接に関係し

ているので，1998年における幹線別の耕地利用につ

いて調べた。その結果をFig.5に示した。指宿市（指

Table 3　Frequency of continuous drought days in
Nansatu district　　　　　　　

Year 
 

1986 
 

1988 
 

1989 
1990 
 

1992 
 

1994 
 
 
 

1995 
 
 
 
 

1996 
 
 
 

1997 
 
 
 

1998

Period of drought day 
 
July. 25 ～ Aug. 18 
July. 25 ～ Aug. 27 
June. 30 ～ July. 15 
Sept. 25 ～ Nov. 15 
July. 11 ～ July. 25 
July. 14 ～ July. 30 
Oct. 14 ～ Nov. 2 
July. 16 ～ Aug. 6 
Aug. 26 ～ Sept. 13 
June. 25 ～ July. 19 
Aug. 25 ～ Aug. 26 
Aug. 28 ～ Sept. 17 
Oct. 13 ～ Nov. 14 
July. 7 ～ July. 23 
July. 7 ～ Aug. 10 
Sept. 6 ～ Sept. 22 
Oct. 8 ～ Oct. 28 
Dec. 9 ～ Dec. 31 
May. 9 ～ May. 27 
July. 19 ～ Aug. 10 
Sept. 2 ～ Sept. 24 
Dec. 18 ～ Dec. 31 
May. 17 ～ May. 28 
July. 19 ～ Aug. 1 
Aug. 12 ～ Sept. 4 
Oct. 3 ～ Nov. 12 
June. 24 ～ July. 14 
Aug. 3 ～ Aug. 24 
Aug. 26 ～ Sept. 5 
Dec. 1 ～ Dec. 31

Number of day 
 
25 
34 
16 
52 
15 
17 
20 
22 
19 
25 
13 
21 
33 
17 
35 
16 
21 
23 
19 
23 
23 
14 
12 
14 
24 
40 
21 
21 
11 
31

Rainfall（�） 
 

1.0 
11.0 
5.0 
19.0 
0.0 
2.0 
9.0 
6.0 
4.0 
0.0 
7.0 
9.0 
3.0 
2.0 
11.0 
0.0 
0.0 
6.0 
1.0 
1.0 
1.0 
0.0 
0.0 
0.0 
4.0 
8.0 
0.0 
7.0 
2.0 
7.0
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宿幹線区）はこの地区の中で耕地利用率が85.4％と

一番低く，野菜類が40.0％を占め，次いでカンショ

の16.0％である。山川町（山川幹線区）は野菜類の

72.2％とカンショの24.2％で大部分を占めている。

頴娃町は工芸作物が38.7％，カンショが31.6％，野

菜類が14.1％，飼肥料作物が10.4％である。開聞町

（開聞幹線区）は耕地利用率が144.0％と一番高

く，カンショが48.4％，野菜類が47.8％，飼肥料作

物が18.6％である。枕崎市（枕崎幹線区）は工芸作

物が33.2％，カンショが30.8％，果樹類が11.2％を

占めている。知覧町（知覧幹線区）は工芸作物が

41.4％，稲類が17.7％，飼肥料作物が13.5％，カン

ショが10.2％である。

このように，指宿市，山川町と開聞町は露地・施

設等の野菜栽培主体の地域であり，頴娃町，知覧町

と枕崎市は茶を主体とする工芸作物栽培の地域であ

る。

３）異常気象年における南薩地区全域のかんがい

用水量の旬別変化

通水後から現在までにおける全域と主要幹線別の

日かんがい用水量データをAppendix-4に示す。デー

タ集は電子情報（フロッピーまたはMOディスク）

としてデータベース化している。

冷夏・多雨・寡照な1993年と高温・少雨・多日照

な1994年を代表とする異常気象年を対象にして，か

んがい用水量の旬別平均値の変化をFig.6中段に示し

た。1993年の1～6旬までは0.2～0.3�/dayで推移
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し，7旬から11旬までの間で1.4�/dayピークが出現

し，その後降水量が多い時期は0.2�/day前後とほ

とんど変化がみられない。しかし，1994年の37旬～

50旬（1月上旬～5月中旬）までも同様で0.2�/day

で推移し，53旬（6月中旬）でピークが現れ，それ

以降は降雨の多少により変動が著しいが，降雨が少

ない10月中旬の65旬で最大2.8�/dayのピークが出

現している。1993年の7～11旬のピークは凍霜害防

止用水によるもので，1994年の10月の変動は冬作の

露地や施設野菜の移植期および定植期による補給か

んがいと考えられる。なお，南薩地区全域の中で防

霜地区の面積は446.6haで，全体の7.5％を占め，対

象地区は頴娃町，知覧町と枕崎市である。

４）異常気象年における幹線区別のかんがい用水

量の旬別変化

南薩地区のかんがい用水量月報には指宿・山川・

開聞・知覧・枕崎幹線区としてかんがい用水配分が

区分されている。その幹線別の水需要の変化をFig.6

に示した。前述の南薩地区全域に比べてかんがい用

水量の値と変化は大きい。Fig.6上段の指宿幹線区と

開聞幹線区の畑地かんがい用水量は，1993年では両

者には僅かな違いがみられ，0.2～1.0�/dayの範囲

で推移し，開聞幹線区では水需要のピークの変化が

みられる。1994年では4月下旬の48旬まではほぼ同

様な値で推移しているが，49旬以降は上下変動が大

きく，5月上旬（49旬）以降と7月上旬（56旬）の

ピーク時が開聞幹線区でそれぞれ2.0�/day，4.8�/

Fig.5　Variation of utilization rate of arable land in defferent main canal line of Nansatsu
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day，指宿幹線区でそれぞれ0.8�/day，2.4�/dayで

ある。使用水量が上昇した時期は両幹線区ともカン

ショ，野菜等の夏作の補給水への利用と考えられ

る。また，9月以降の少雨による水需要のピークが

出現し，土壌水分減少に伴う補給水への利用と考え

られる。

一方，Fig.6下段に示す山川幹線区と知覧幹線区を

みると，1993年の知覧幹線区はかんがい用水量が7

9

旬から1.8�～2.5�/dayの上昇がみられ，12旬以降

（3月上旬）からは極めて小さい用水量0.1�/dayで

推移している。1994年の場合も同様で同時期に水需

要のピークがみられ，56旬以降はピーク時が3.4�/

dayで，降水量が少ない期間は1.0�/dayで推移して

いる。また，山川幹線区では7旬でピークの出現が

なく，知覧幹線区とは異なった変化を示し，降雨の

多い時期は知覧幹線区より山川幹線区がわずかに高

Fig.6　Variation of decade mean irrigation requirement at each line and Nansatsu district
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い値を示した。また，1994年では山川幹線区は43旬

以降のピークがなく，55旬以降の用水の変動が0.5

～3.5�/dayの範囲で知覧幹線区がわずかに高く推

移した。前者のピークの違いは茶樹の晩霜による凍

霜害防止用水の有無に関係していると思われる。ま

た，この両幹線区は笠野原F1地区での茶樹の晩霜に

よる凍霜害防止用水の出現より早く現れている。

５）1998年の干ばつ年における幹線別のかんが

い用水量の季節変化

1998年は南九州地域において降雨が少なく，干ば

つ年となった。畑作中心のかんがい地区の南薩地区

全域と笠野原F1地区における水需要の日別季節変化

をFig.7に示した。南薩地区全域と笠野原F1地区に

おける水需要には大きな違いがみられる。非かんが

い期間の10月中旬から2月下旬までは，南薩地区が

0.2～0.5�/day範囲でF1地区に比べて大きな違いは

みられないが，3月上旬から用水の上昇が始ってお

り，その用水レベルがかなり異なる。3月上旬から

の笠野原F1地区のピークは南薩地区のピークと一致

し，茶樹の凍霜害防止用水への需要と考えられる。

また，南薩地区の6月下旬の上昇傾向は笠野原F1地

区の上昇傾向とほぼ同じ形態を示している。その値

は，笠野原F1地区が6.6�/dayで，南薩地区が1.7�/

dayである。

干ばつ年における日別用水量が幹線別でどのよう

に変化するかを調べた。1998年の幹線別のかんがい

用水量の日別推移をFig.8（A,B）に示した。指宿幹

線区と山川幹線区では4月まで0.3～0.5�/day範囲で

推移しているが，5月下旬頃に1.0�/day前後の上昇

10

がみられる。干天日数が継続した6月下旬からの用

水量は増加し，指宿幹線区の最大が2.5�/dayで，

開聞幹線区の最大が4.4�/dayであり，連続干天日

数が途切れた7月中旬以降から減少した。再度，連

続干天日数が始まる8月上旬になると用水量の増加

がみられ，指宿幹線区では1.3�/day，開聞幹線区

では3.6�/dayのピークがみられた。8月上旬から9

月中旬までの変動幅は開聞幹線区の方が指宿幹線区

より大きい変動であった。しかし，指宿幹線区と開

聞幹線区では12月下旬にそれぞれ0.7�/day，1.0�/

dayのピークが出現している。枕崎測候所の12月の

気象は平均気温が平年より1.9℃高く，月降水量は

累年最小値を更新した値で8.0�/monthであった。

一方，知覧幹線区と枕崎幹線区の変化は3月上旬

から4月上旬にかけて4本のピークが出現している。

使用用水量がピーク時の最低気温をみると，枕崎測

候所で観測した値が3月2日3.6℃，17日3.3℃，23日

3.9℃および4月3日3.9℃で，比較的内陸にある加世

田アメダス観測所では，それぞれ1.4℃，2.0℃，1.9

℃および3.9℃である。茶樹の晩霜害危険温度は葉

温が－1.0～－2.0℃とされている（青野,1983）。作

物体の表面温度は最低気温よりさらに低く，Fig.9に

示すように小麦畑の放射温度計（ミノルタ製：HT-

505型）によって測定した葉の表面温度と最低気温

の関係で示されるように平均で約2.0℃低い。した

がって，これらのピークの用水量は茶樹の晩霜によ

る凍霜害被害発生温度に達しているため，凍霜害防

止用水として使用されていることが窺える。そし

て，6月下旬後半から連続干天が継続している時期

Fig.7　Comparison of the daily variation of irrigation requirement at F1 irrigation
 are of Kasanohara and Nansatsu district under drought condition　
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には知覧幹線区で0.4�/day，枕崎幹線区で約0.8�/

dayのピークが出現しており，それ以降9月下旬まで

知覧幹線区で0.2～0.1�/day，枕崎幹線区で0.4～0.1

�/dayの範囲で変動し，それ以降は知覧幹線区が

0.05�/day，枕崎幹線区が0.1�/day程度で推移して

いる。両幹線区で12月下旬のピークはみられない。

以上の結果から，指宿幹線区・開聞幹線区ではト

11

ンネルやハウスなどの雨除け栽培等の施設栽培と観

葉植物栽培がその幹線区全体の2.6～8.5％と多く，

知覧幹線区・枕崎幹線区では0.6～1.4％と少ない。

指宿幹線区・開聞幹線区は12月の最小降雨に伴って

施設や露地野菜・観葉植物の補給水として利用され

たため水需要の上昇が起こったものと考えられる。

Fig.8（A）　Comparison of daily variation of irrigation requirement at
 defferent main canal under drought condition
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４．考　　 察

１）かんがい用水量と気象要素の関係

水田・畑混在区におけるかんがい用水量と気象要

素の関係は，Ⅱ報，Ⅲ報（大場ら，1998，2001）で

報告したが，今回は畑中心の南薩地区にある枕崎測

候所の気象データと全域における畑地かんがい用水

需要量との関係を解析した。気象要素とかんがい用

水量の相関係数の結果をTable 4に示した。相関係数

が±0.6以上の値を示す要素は5月が日照時間，降雨

量，R＞1�とR＞10�の降雨日数および蒸発散位と

実蒸発散量の6要素である。3月，４月と9月は5要素

で，3月が最高気温，平均気温，日照時間，蒸発散

位と実蒸発散量，4月が最高，最低及び平均気温と

日照時間，R＞1�の降雨日数，及び9月が日照時

間，降水量，R＞1�とR＞10�の降雨日数，蒸発散

位である。有意差のある気象要素4要素の場合は7月

12

Fig.8（B）　Comparison of daily variation of irrigation requirement at
  defferent main canal under drought condition

Fig.9　Relation between minimum air temperature
and minimum  temperature of leaf surface of
wheat.
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の最高気温，日照時間，R＞1�降雨日数と蒸発散位

であり，3要素の場合は8月の最高気温，蒸発散位と

実蒸発散量である。0.6以上の相関係数がない月は6

月と11月である。

0.6以上の相関係数が各月の要素での出現頻度はR

＞1�の降雨日数の7回を最高に，日照時間と蒸発散

位の5回，最高気温の4回である。年間かんがい用水

量に対する気象要素の相関係数はR＞1�降雨日数が

－0.522で最も大きく，蒸発散位の0.463，日照時間

の0.427である。

上記の結果から，3月，4月と7月，8月では気温要

素によるかんがい用水量の影響が正の相関で窺え，

4月だけが負の相関で逆の現象として表れている。

これは茶の凍霜害防止用水の水消費が大きいために

その現象が表れていると考えられる。日照時間とは

正の相関があり，蒸発散量が増大する要因として係

数が大きい。また，R>1�の降雨日数とかんがい用

水量の関係は負の相関を示し，これは少しの雨があ

れば農家はかんがい用水の利用を行わないため，相

関係数が高くなることに起因していると考えられ

る。

２）茶樹の凍霜害防止用水量の推定

一般的な茶樹の萌芽開始時期は，東海地方平坦部

では3月下旬であり，萌芽期が4月上旬となることが

多いと言われており，温暖な南九州の南薩地区では

これより早くなると考えられる。新芽が萌芽して開

葉期にかけては－2℃程度の低温の遭遇により被害

が発生することが知られている（青野,1983）。そ

の防止対策として送風法や散水氷結法等がある。水

資源が乏しい所では送風法が用いられているが，水

が確保しやすい所では散水氷結法が用いられてい

る。散水氷結法は畑地かんがい計画策定の中で多目

的水利用の中心で重要視されており，軟弱野菜，茶

および果樹等で基礎的研究が多く実施されている

（農林水産技術会議事務局編,1975:谷口･大場,1978:

青野,1983:鈴木ら,1983:鈴木･山本,1983,1985:大槻

,1984）。

3-5）節で述べた知覧幹線区と枕崎幹線区におけ

る3月上旬～4月上旬において水需要のピークがみら

れた現象を凍霜害防止用水の利用と考えて，その時

の凍霜害防止用水量としてどれだけ使用されている

かを解析した。Fig.10に南薩地区内で茶園団地が多

く占める知覧幹線区を対象に考えて，比較的近傍に

位置する加世田アメダス観測地点における気温の時

間変化を示した。気温変化の形態は日中が晴天で，

夜間が晴天無風条件下で放射冷却による低温現象と

なっている。1998年の晩霜が生じるとみられる3℃

以下の経過時間は3月2日～3日が4時間，16日～17日

が2時間，23日～24日が5時間程度であった。

南薩地区は計画当初から茶樹の防霜を目的に団地

化しており，全域で446.6haを占めている。防霜対

象地域の内訳は知覧幹線区が210.8haで，枕崎幹線

区は45.9ha，頴娃町が189.9haである。かんがい使用

水量から凍霜害防止用水を分離するため，前日の凍

霜害に関係のない使用水量を基礎使用量として，当

日の使用水量から差し引いた値を凍霜害防止使用水

量とした。凍霜害使用水量を防霜対象面積で除して

凍霜害防止用水量と定義し解析を行った。1998年3

月の結果から，知覧幹線区の場合凍霜害防止用水量

は3月2日，3日，16日，17日，22日および23日がそ

れぞれ10.7�/day，11.0�day，14.9�/day，16.6�/

day，4.3�/dayおよび17.7�/dayであった。同様に

枕崎幹線区の場合はそれぞれ10.6�/day，15.3�/

day，11.8�/day，4.1�/day，12.5�/dayおよび

Table 4　Coefficient of correlation between monthly irrigation requirement
 and meteorological element in Nansatu district　　　　
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17.6�/dayである。両幹線区とも1998年の場合，凍

霜害防止用水量にはそれほど大きな違いがみられな

かった。また，笠野原畑地かんがい地区の凍霜害防

止用水量（対象面積:127.8ha）は，同期間において

4.1～33.1�/dayの範囲で，用水需要が南薩地区に比

べて高かった。この要因は笠野原地区が大隅半島の

中央部に位置し，標高が153mと高く，低温の発生

時間が長かったためと考えられる。

先に述べた加世田アメダス観測点の低温経過時間

でかんがい用水量を除して，単位時間当たりの散水

量を求めた。その結果，単位時間当たりの凍霜害防

止用水量は約2.0～4.0�/hrとなり茶樹の凍霜害防止

効果がみられる用水量とほぼ一致した（鈴木ら

,1983a,b）。枕崎幹線区と知覧幹線区での1995年か

ら1999年における最低気温と凍霜害防止用水量の関

係をFig.11に示した。図から，枕崎幹線区は最低気

温が低いほど凍霜害防止用水量が増加傾向となる

が，知覧幹線区ではその傾向は顕著でなく，両要素

の相関の高い関係式は得られなかった。凍霜害の現

象は地形等の局地性の影響が大きく受けるので，ア

メダス地点での最低気温等の関係が現れなかったと

考えられる。

３）干ばつ時のかんがい用水量の推定

Ⅱ報（大場ら,1998）およびⅢ報（大場ら,2001）

で畑・水田混在地区について，干ばつ時（6月23日

～9月20日の90日間）の気象要素から日かんがい用

水使用量を多変量解析により推定を行った。ここで

は，畑中心の南薩地区幹線別における気象要素と日

かんがい用水使用量の推定を試みた。1998年の干ば

つ時の枕崎市における気象要素と日かんがい使用水

量の相関関係をTable 5に示した。

相関係数が大きい気象要素は干天日数（DR）で

14

あり，各幹線と全域とも0.70以上の相関係数値であ

る。畑地の場合，水需要は連続干天日数が長くなる

につれて，需要が増加するためである。正の相関の

要素は平均気温（TM），最高気温（TA），日照時

間（SD），蒸発散量（ET）であり，相関係数は

0.20～0.46の範囲である。負の相関の要素は降水量

（PR），平均湿度（RHM），最低湿度（RHI）で

あり，相関係数は0.2～0.30の範囲で小さかった。

Fig.10　Daily variation of air temperature of AMeDAS of Kaseda

Fig.11　Relation between minimum temperature
and irrigation  requirement with frost
protection
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上記の関係から，幹線別における干ばつ時の気象

要素から日かんがい使用量を多変量解析の変数増減

法により求めた推定式として，重相関係数が比較的

高いものが得られ，下式で示される。

IRIB=0.073×DR＋0.037×CD＋

0.064×SD－0.047×TA＋1.081

（r=0.833）

IRKA=0.139×DR＋0.184×TA－

 0.178×ET－0.072×TI－2.486

（r=0.891）
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IRMA=0.015×DR－0.0017×RHI＋0.225

（r=0.756）

IRCHI=0.008×DR－0.0009×RHI＋0.124

（r=0.757）

IRNA=0.048×DR＋0.0378×TA－0.931

（r=0.883）

ここで，IRIB，IRKA，IRMA，IRCHIおよびIRNAはそれ

ぞれ指宿，開聞，枕崎，知覧幹線区および南薩全域

の使用水量（�/day）である。上記の式における重

相関係数値は0.76以上でかなり大きかった。指宿幹

Table 5　Coefficient of correlation between daily irrigation requirement
 and meteorological element on drought condition 　

Fig.12　Comparison of the daily changes in irrigation requirement
 at different main canal under drought condition　
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線区と開聞幹線区における気象要素から推定した使

用水量と実測値の比較をFig.12に示した。その結

果，指宿幹線区での実測値と推定値の関係は傾向的

によく追随しているが，ピーク時が若干小さい場合

とピーク時点の違いがみられる。また，開聞幹線区

では干ばつ初期で若干の違いがみられるが，以後は

実測値と推定値が良く一致している。畑地主体地区

でもこれらの気象要素によりかんがい使用水量を推

定することが可能であると考えられる。今後，時間

的変動も考慮した用水需要の予測をするためには，

作物の作付割合と農家の作業時間等を考慮した推定

式も必要である。

５．おわりに

我が国における畑地かんがいは，水田農業が主体

であったため遅れ，戦前が約992ha，1953年の畑地

改良促進法が制定されてから1955年が34,219ha，

1999年に約40万haとなっている（山崎ら，1972）。

しかし，九州全域での畑地かんがい施設が整備され

た面積は1955年が約1,410haに対し2000年が63,590ha

（整備率：24.9％）となっており，全国水準の18.5

％を上回っているものの，全体的にはまだ低い整備

水準にあり，畑作の安定生産と品質向上のためにも

一層の整備が必要な状況である（九州農政局，

2001）。

その中で，南九州畑作地域は，アジアモンスーン

気候区に属し，温暖湿潤な気候区に位置しており，

畑地の割合が59.8％と高く，畑地かんがい営農の展

開が順調に進められている。本研究は，南九州の大

規模畑地かんがい地域における水需要構造の実態と

かんがい用水量のデータベースの作成をシリーズと

して公表を行ってきた。シリーズの最終報告は，畑

主体の鹿児島県南薩畑地かんがい事業地区における

1986年度から1999年度に至る期間の水需要について

その実態を解析するとともに，かんがい用水量の

データベース化を実施した。今後，この研究資料シ

リーズで作成した用水量データベースを更新すると

ともに，これらのデータベースをインターネットか

らも見ることができるシステムの構築と利用法，さ

らなる九州北部地域等の畑地かんがい事業区におけ

るかんがい用水量のデータ集積を行って，幅広く農

16

家・農業関連技術者・行政者に役立つようなシステ

ムを構築していく必要がある。

更に，水資源賦存利用の観点からみると，渇水に

関連する異常に少ない年降水量や無降水に近い日降

水量1mm未満の年間日数は，最近50年間において増

加傾向にあることが指摘されている（気象庁

,1999）。また，近年の地球温暖化による影響と考

えられる異常気象の頻発に伴う局地的な短時間豪雨

や少雨傾向の頻度が高くなっていることを考える

と，これからの畑地かんがい営農は益々重要度が増

すと考えられる。そのためには，畑作物の耐乾性品

種の開発，耕地土壌水の有効利用技術の開発，畑作

物の節水栽培法システムと品質向上技術の開発およ

び水の多目的利用技術の開発等，水の省力的有効利

用技術の確立が望まれる（Tanner et al,1983：

Parry,1990：許越先・ 昌明・J.沙和佛編,1992：大

場ら,1999）。
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Data on the irrigation requirement of upland fields in a warm,
humid district（Ⅳ）

－ Water requirement in the irrigation area
　of Nansatsu in Kagoshima Prefecture－

 Kazuhiko OHBA, Yoshinori SUZUKI1）, Yoshitaka KUROSE

And
 Atsushi MARUYAMA

Summary

A representative field irrigation area in Kagoshima Prefecture was surveyed to analyze the water requirement

under field irrigation in a temperate humid region and the demand and supply of water in the Nansatu district.

The field irrigation land area is 5,881.4ha at the upland field, composed of the Ibusuki （10.8％）, Yamakawa

（13.7％）, Ei （36.6％）, Kaimon （10.4％）, Makurazaki （10.0％）, and Chiran （18.5％） lines.

The utilization rate of arable land （URAL） before induced irrigation was 150.4％ in 1970; the land area

under cultivation, planted for disaster prevention farming, is mainly composed of sweet potatoes （33.5％）, a

vegetable crop, and an industrial crop, for relief from a typhoon or drought. The URAL was 103.6％ in 1998 after

induced irrigation, and this was used for the development of high-level proceeds farming, composed of sweet

potatoes for food （24.0％）, vegetables of open field culture and protected horticulture （22.0％）, and tea

trees （27.6％）.  The mean yield of the major upland crop in the irrigation area was low compared with the non-

irrigation area for taro and carrots, which had a sensitive water response; there was no difference in the variation

coefficients at irrigation and non-irrigation areas for burdock, Chinese cabbage, and cabbage.  The maximum

annual water requirement at the Nansatu turnout level was 251.8mm in 1994 （high temperature and much

insolation）, and the minimum was 55.7mm in 1987. The average was 111.9mm for 12 years （coefficient of

variation, 9.34％）.

The seasonal water requirement variation at Nansatu indicated that the water requirement was 0.2 to 0.5mm/

day for the non-irrigation period from October to February.  The peak water requirement at the beginning of

March in the irrigation period increased suddenly from 1.8 to 3.4 mm/day for frost protection for the tea trees

along the Makurazaki and Chiran canal line; this changed to a range of 0.5 to 1.0 mm/day for the summer season

crop from May to June.  The relation between the monthly mean effective rainfall and monthly mean water

requirement was a straight line in April and May and exhibited an exponential tendency in July and August; it

was constant in the other periods. This was probably related to meteorological factors as well as the daily water

requirement under drought conditions. The meteorological factors from a correction coefficient greater than 0.7

were the number of dry days, the mean temperature, maximum temperature, and evapotranspiration, and the

negative corrections were the mean relative humidity and minimum relative humidity.

  Using multifactor analysis, we found that the following polynomial expression could approximate the

Department of Agro-Environmental Research,National Agricultural Research Center for Kyushu Okinawa Region,2421

Suya,Nishigoshi,Kikuchi,Kumamoto 861-1192,Japan.

Present address:

１）Kyushu University
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dependence of the water requirement values on the meteorological data in a period of drought. The water demand

at the irrigation line of the Nansatu district could thus be estimated based on the following equation.

IRIB = 0.073DR ＋0.037CD ＋0.064SD － 0.047TA＋1.081 （r=0.833）

IRKA = 0.139DR＋0.184TA － 0.178ET － 0.072TI － 2.486 （r=0.891）

IRMA = 0.015DR －0.0017RHI＋0.225 （r=0.756）

IRCHI = 0.008DR －0.0009RHI＋0.124 （r=0.757）

IRNA = 0.048DR＋0.0378TA － 0.931 （r=0.883）

where, IRIB, IRKA, IRMA, IRCHI, and IRU （�/day） are the daily water requirements in drought conditions at the

Ibusuki, Kaimon, Makurazaki, Chiran and Nansatu canal lines. DR is the number of clear-sky days, TA is the
maximum temperature （℃）, RHI is the minimum relative humidity （％）, CD is the cloud amount, SD is
duration of sunshine （hrs）, and ET  is the reference evapotranspiration （�/day）.

Key words:  Irrigation requirement, number of clear-sky days, drought, scale for estimating crop yield decrease,

irrigation for frost protection.





Appendix １．南薩地区内の指宿市・枕崎市の月別降水量データ

Appendix ２．南薩地区内枕崎市の月別湿面状発散量・実蒸発散量・

純放射量データ

Appendix ３．南薩地区の月別畑地かんがい用水量データ
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Appendix ４．南薩地区のかんがい用水量に関する累年データ集

１）南薩地区全域のかんがい用水量の日別データ

２）指宿幹線区の日別畑地かんがい用水量データ

３）山川幹線区の日別畑地かんがい用水量データ

４）開聞幹線区の日別畑地かんがい用水量データ

５）枕崎幹線区の日別畑地かんがい用水量データ

６）知覧幹線区の日別畑地かんがい用水量データ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：�／day）

注）1）～6）の1985年のデータは、4月から始まりです。
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